
2021年   ３月試験
ファイナンシャル・プランニング技能検定

２級 学科試験

実施日① ◆   年 月 日

実施日② ◆   年 月 日

実施日③ ◆   年 月 日

試験時間 ◆ 120分

１．受検する科目の問題用紙と解答用紙が正しく配付されているかどうかを確認し、誤った
用紙が配付されている場合は挙手してください。「問題用紙左上部の科目の略称」と「
解答用紙左上部の科目の略称」の一致を確認してください。

２．本試験の出題形式は、四答択一式60問です。
３．筆記用具、計算機（プログラム電卓等を除く）の持込みが認められています。
４．試験問題については、特に指示のない限り、法令基準日（１月・５月試験は前年10月1日

、９月試験はその年の４月１日）現在において施行の法令等に基づいて解答してくださ
い。なお、東日本大震災の被災者等に対する各種特例等については考慮しないものとし
ます。

５．試験時間中は、乱丁・落丁、印刷不鮮明に関する質問以外はお受けできません。
６．不正行為があったときは、すべての解答が無効になります。
７．解答用紙の注意事項を必ずお読みください。
８．その他、試験監督者の指示に従ってください。
《退出時の注意事項》
    ▶試験開始後60分経過した時点で退出できます。退出をする場合には、試験監督者に解答

用紙を必ず手渡してください。問題用紙はお持ち帰りください。
    ▶試験終了時間10分前からは退出できません。試験終了後、試験監督者が解答用紙を回収

しますので、着席したままお待ちください。

FP ２級 学科

★  注意事項  ★



問題   １
   ファイナンシャル・プランナー（以下「ＦＰ」という）の顧客に対する行為に関する次の記述のうち
、関連法規に照らし、最も適切なものはどれか。

１．税理士資格を有しないＦＰのＡさんが、税金の相談に来た顧客からの求めに応じ、その顧客が提出

すべき確定申告書を無償で代理作成した。

２．司法書士資格を有しないＦＰのＢさんが、ライフプランの相談に来た顧客からの求めに応じ、その

顧客の代理人（任意後見受任者）となることを有償で引き受け、任意後見契約を締結した。

３．社会保険労務士資格を有しないＦＰのＣさんが、年金の相談に来た顧客からの求めに応じ、有償で

公的年金の裁定請求手続きを代行した。

４．金融商品取引業の登録を受けていないＦＰのＤさんが、資産運用の相談に来た顧客からの求めに応

じ、有償の投資顧問契約を締結し、当該契約に基づき、その顧客に株式の個別銘柄に関する投資の

助言を行った。

問題   ２
   ライフプラン作成の際に活用される各種係数に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．現在保有する資金を一定期間、一定の利率で複利運用した場合の一定期間経過後の元利合計額を試

算する際、保有する資金の額に乗じる係数は、現価係数である。

２．一定の利率で複利運用しながら一定期間経過後に目標とする額を得るために必要な毎年の積立額を

試算する際、目標とする額に乗じる係数は、減債基金係数である。

３．一定の利率で複利運用しながら一定期間、毎年一定金額を受け取るために必要な元本を試算する際

、毎年受け取る一定金額に乗じる係数は、年金現価係数である。

４．一定の利率で複利運用しながら一定期間、毎年一定金額を積み立てた場合の一定期間経過後の元利

合計額を試算する際、毎年の積立額に乗じる係数は、年金終価係数である。

問題   ３
   全国健康保険協会管掌健康保険（協会けんぽ）に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．健康保険の被保険者の一般保険料率は、都道府県ごとに設定されている。

２．健康保険の被保険者が退職後に任意継続被保険者となった場合、保険料については、任意継続被保

険者と事業主であった者が折半して負担する。

３．高額療養費の支給の対象には、保険医療機関の窓口で支払った入院時の食事代や差額ベッド代も含

まれる。

４．被保険者が、業務外の事由による負傷または疾病の療養のために仕事を連続して４日以上休み、そ

の期間について報酬を受けられなかった場合は、労務に服することができなかった日の初日から傷

病手当金が一定期間支給される。
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問題   ４
   国民年金に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．日本国籍を有するが日本国内に住所を有しない２０歳以上６５歳未満の者は、第２号被保険者また

は第３号被保険者に該当する者を除き、国民年金の被保険者になることができない。

２．第２号被保険者の被扶養配偶者である２０歳以上６５歳未満の者は、第３号被保険者となる。

３．第１号被保険者である大学生は、本人の所得金額の多寡にかかわらず、所定の申請により、学生納

付特例制度の適用を受けることができる。

４．第１号被保険者である５０歳未満の者（学生等を除く）は、保険料の納付が困難な場合、本人と配

偶者の前年（１月から６月までに申請する場合は前々年）の所得金額が一定金額以下であれば、所

定の申請により、保険料納付猶予制度の適用を受けることができる。

問題   ５
   厚生年金保険に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．厚生年金保険法に定める業種であって、常時５人以上の従業員を使用している個人事業所は、厚生

年金保険の強制適用事業所となる。

２．厚生年金保険の標準報酬月額は、被保険者の報酬月額に基づき区分され、６５万円が上限とされて

いる。

３．育児休業等をしている被保険者に係る厚生年金保険の保険料は、所定の申出により、事業主負担分

、被保険者負担分のいずれも免除される。

４．厚生年金保険の被保険者は、その適用事業所に常時使用される者であっても、６５歳に達すると被

保険者資格を喪失する。

問題   ６
   公的年金の老齢給付に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．６５歳からの老齢厚生年金は、老齢基礎年金の受給資格期間を満たし、厚生年金保険の被保険者期

間がある者に支給される。

２．老齢厚生年金の受給権者に加給年金額の対象となる配偶者がいる場合の加給年金額は、その配偶者

の生年月日に応じて定められた金額となる。

３．６５歳到達時に老齢基礎年金の受給権を有する者が、７０歳到達時に老齢基礎年金の繰下げ支給の

申出をした場合、老齢基礎年金の増額率は３０％となる。

４．付加年金の受給権者が老齢基礎年金の繰上げ支給の請求をした場合、老齢基礎年金の支給は繰り上

げられるが、付加年金は繰り上げられずに６５歳到達時から支給される。
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問題   ７
   公的年金の遺族給付に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．遺族基礎年金を受給することができる遺族は、国民年金の被保険者または被保険者であった者の死

亡の当時、その者によって生計を維持していた者で、かつ、所定の要件を満たす「子のある配偶者

」または「子」である。

２．国民年金の被保険者の死亡により、死亡一時金の支給を受けることができる者が、寡婦年金の支給

も受けることができる場合は、その者の選択によりその一方のみの支給を受けることができる。

３．遺族厚生年金の額は、原則として、死亡した者の厚生年金保険の被保険者記録を基に計算した老齢

厚生年金の報酬比例部分の額の３分の２相当額である。

４．厚生年金保険の被保険者である夫の死亡により、子のない４０歳の妻が遺族厚生年金の受給権を取

得した場合、遺族厚生年金には中高齢寡婦加算額が加算される。

問題   ８
   中小企業退職金共済、小規模企業共済および国民年金基金に関する次の記述のうち、最も適切なもの
はどれか。

１．中小企業退職金共済の掛金月額は、被共済者１人当たり５万円が上限となっている。

２．商業・サービス業において、常時使用する従業員の数が２０人以下の個人事業主は、小規模企業共

済に加入することができる。

３．日本国内に住所を有する６０歳以上６５歳未満の国民年金の任意加入被保険者は、国民年金基金に

加入することができる。

４．国民年金基金の掛金は、その２分の１相当額のみが社会保険料控除として所得控除の対象となる。

問題   ９
   住宅金融支援機構と民間金融機関が提携した住宅ローンであるフラット３５（買取型）に関する次の
記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．融資金利は、住宅金融支援機構が融資期間に応じて決定しており、取扱金融機関により異なること

はない。

２．所定の要件を満たせば、既存の住宅ローンの借換えに利用することができる。

３．融資対象となる一戸建て住宅は、住宅金融支援機構が定めた技術基準に適合し、かつ、床面積が５

０㎡以上の住宅である。

４．融資期間は、原則として申込者が８０歳になるまでの年数と３５年のいずれか短い年数が上限とさ

れているが、下限は定められていない。
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問題   １０
   下記＜Ａ社の貸借対照表＞に基づき算出されるＡ社の財務比率に関する次の記述のうち、最も不適切
なものはどれか。なお、総資本の金額＝負債・純資産合計額、自己資本の金額＝純資産合計額とする。

１．当座比率は、「(１００＋１００)／２００×１００＝１００％」である。

２．流動比率は、「４００／２００×１００＝２００％」である。

３．固定比率は、「６００／１, ０００×１００＝６０％」である。

４．自己資本比率は、「５００／１, ０００×１００＝５０％」である。

問題   １１
   生命保険料の仕組みや算出方法に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。なお、記載され
たもの以外の予定率は一定であるものとする。

１．生命保険会社が保険事業の運営上必要な経費として組み込む予定事業費率が低く設定された場合、

一般に保険料は安くなる。

２．所定の利率による運用収益を見込んであらかじめ保険料を割り引く予定利率が低く設定された場合

、一般に保険料は安くなる。

３．養老保険の死亡保険金の支払いに充てるために必要な保険料の計算に用いられる予定死亡率が高く

設定された場合、一般に保険料は安くなる。

４．個人年金保険の終身年金の支払いに充てるために必要な保険料の計算に用いられる予定死亡率が低

く設定された場合、一般に保険料は安くなる。
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問題   １２
   生命保険料の払込みが困難になった場合に、生命保険契約を有効に継続するための一般的な方法等に
関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．保険料を払い込まずに保険料払込猶予期間が経過した場合、保険会社が解約返戻金の範囲内で保険

料を契約者に自動的に立て替えて、契約を有効に継続する自動振替貸付制度がある。

２．保険料の払込みを中止して、その時点での解約返戻金相当額を基に、元契約の保険金額と同額の一

時払定期保険に変更する延長保険がある。

３．保険料の払込みを中止して、その時点での解約返戻金相当額を基に、元の契約よりも保険金額が少

なくなる保険（元の主契約と同じ保険または養老保険もしくは終身保険）に変更する払済保険があ

り、特約はすべて継続される。

４．保険金額を減額することにより、保険料の負担を軽減する方法がある。

問題   １３
   生命保険の一般的な商品性に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。なお、特約につい
ては考慮しないものとする。

１．一時払終身保険は、契約後一定期間内に解約した場合、解約返戻金額が一時払保険料相当額を下回

ることがある。

２．養老保険の満期保険金は、死亡保険金、高度障害保険金と同額である。

３．生存給付金付定期保険は、被保険者が死亡した場合、保険金額からすでに支払われた生存給付金の

額を差し引いた金額が死亡保険金として支払われる。

４．収入保障保険から遺族が受け取る年金を一括で受け取る場合の受取額は、年金形式で受け取る場合

の受取総額よりも少なくなる。

問題   １４
   生命保険料控除に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．２０１１年１２月３１日以前に締結した医療保険を２０１２年１月１日以後に更新した場合、更新

後の保険料は「介護医療保険料控除」の対象となる。

２．２０１２年１月１日以後に締結した変額個人年金保険の保険料は、「一般の生命保険料控除」の対

象とはならず、「個人年金保険料控除」の対象となる。

３．２０１２年１月１日以後に締結した一時払個人年金保険の保険料は、「個人年金保険料控除」の対

象とはならず、「一般の生命保険料控除」の対象となる。

４．２０１２年１月１日以後に締結した生命保険の保険料に係る「一般の生命保険料控除」「個人年金

保険料控除」「介護医療保険料控除」の控除限度額は、所得税では各４万円である。
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問題   １５
   個人年金保険の税金に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。なお、契約者（＝保険料
負担者）および年金受取人は個人であるものとする。

１．契約日から１０年経過した個人年金保険を解約して契約者が受け取った解約返戻金は、一時所得と

して所得税の課税対象となる。

２．個人年金保険から契約者が受け取る年金は、雑所得として公的年金等控除の対象となる。

３．契約者と年金受取人が異なる個人年金保険において、年金支払開始時に年金受取人が取得した年金

受給権は、贈与税の課税対象となる。

４．契約者と被保険者が同一人である個人年金保険において、年金支払開始前に被保険者が死亡して契

約者の法定相続人である遺族が受け取った死亡給付金は、相続税の課税対象となり、死亡保険金の

非課税金額の規定が適用される。

問題   １６
   住宅建物と収容家財を補償の対象とする火災保険の一般的な商品性に関する次の記述のうち、最も不
適切なものはどれか。なお、特約については考慮しないものとする。

１．シロアリの食害により住宅建物が損害を被った場合、その損害は補償の対象となる。

２．隣家の火災時の消防活動により住宅建物が損害を被った場合、その損害は補償の対象となる。

３．落雷により家電製品が損害を被った場合、その損害は補償の対象となる。

４．火災により住宅敷地内に駐車していた自動車が損害を被った場合、その損害は補償の対象とならな

い。

問題   １７
   地震保険料控除に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．居住用建物を補償の対象とする地震保険の保険料は、その建物の所有者と契約者（＝保険料負担者

）が同一人である場合に限り、地震保険料控除の対象となる。

２．店舗併用住宅を補償の対象とする地震保険の保険料は、その住居部分の床面積が建物全体の延床面

積の５０％を超える場合に限り、地震保険料控除の対象となる。

３．地震保険料控除の控除限度額は、所得税では５万円、住民税では２万５, ０００円である。

４．保険期間５年分の地震保険の保険料を一括で支払った場合、その全額が支払った年の地震保険料控

除の対象となり、翌年以降の地震保険料控除の対象とはならない。

－6－ 〈２級・学科　2021.3〉



問題   １８
   第三分野の保険の一般的な商品性に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．がん保険では、契約日から一定の免責期間が設定され、その期間中に被保険者が がんと診断確定さ

れた場合、がん診断給付金は支払われない。

２．特定（三大）疾病保障定期保険では、被保険者が所定の状態となって特定（三大）疾病保障保険金

が支払われた場合、保険契約は消滅する。

３．更新型の医療保険では、保険期間中に入院給付金を受け取った場合、保険期間満了時にこの契約を

更新することはできない。

４．先進医療特約では、療養を受けた時点で厚生労働大臣の定める先進医療に該当するものであった場

合、先進医療給付金の支払い対象となる。

問題   １９
   損害保険を活用した家庭のリスク管理に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．病気やケガによって就業不能となり、収入が減少するリスクに備えて、所得補償保険を契約した。

２．自家用自動車の運転中に交通事故で死傷するリスクに備えて、自己の過失割合にかかわらず補償が

受けられるよう、人身傷害（補償）保険を付帯して自動車保険を契約した。

３．日常生活および就業中の事故によりケガを負うリスクに備えて、普通傷害保険を契約した。

４．同居の子が原動機付自転車で通学中に、事故で他人にケガをさせ、法律上の損害賠償責任を負うリ

スクに備えて、個人賠償責任補償特約を付帯した家族傷害保険を契約した。

問題   ２０
   損害保険を活用した事業活動のリスク管理に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。なお
、特約については考慮しないものとする。

１．飲食店を営む事業者が、食中毒による休業により売上が減少する場合に備えて、生産物賠償責任保

険（ＰＬ保険）を契約した。

２．遊園地を運営する企業が、遊具の点検・整備中に従業員がケガを負う場合に備えて、施設所有（管

理）者賠償責任保険を契約した。

３．製造業を営む事業者が、業務中の災害により従業員がケガを負う場合に備えて、労働者災害補償保

険（政府労災保険）の上乗せ補償を目的として労働災害総合保険を契約した。

４．スーパーマーケットを営む企業が、火災により店舗内に収容されている調理用の機械設備に損害が

発生する場合に備えて、機械保険を契約した。
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問題   ２１
   銀行等の金融機関で取り扱う預金の一般的な商品性等に関する次の記述のうち、最も適切なものはど
れか。

１．法人がスーパー定期預金に預け入れる場合は、単利型または半年複利型のいずれかを選択すること

ができる。

２．個人が年０. ０２５％の金利が適用される定期預金（単利型）に１億円を１年間預け入れた場合、所

得税、復興特別所得税および住民税の源泉徴収（特別徴収）後の利息は、２万円である。

３．期日指定定期預金は、据置期間経過後から最長預入期日までの任意の日を満期日として指定するこ

とができる。

４．大口定期預金は、変動金利型の預金であり、１, ０００万円以上１円単位で預け入れることができる

。

問題   ２２
   わが国における上場投資信託（ＥＴＦ）および上場不動産投資信託（Ｊ－ＲＥＩＴ）の一般的な商品
性に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．証券取引所を通じて行うＥＴＦの取引では、成行注文や指値注文を行うことはできるが、信用取引

を行うことはできない。

２．国内で設定されたＥＴＦには、東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）などの株価指数に連動するものや、商

品指数に連動するものがある。

３．Ｊ－ＲＥＩＴは、制度上、契約型投資信託に分類され、受益者は不動産から生じる賃料収入や不動

産の入替えに伴う転売益などを原資として分配金を受け取ることができる。

４．個人が受け取るＪ－ＲＥＩＴの分配金は、上場株式の配当金と同様に、確定申告により配当控除の

適用を受けることができる。

問題   ２３
   債券の一般的な特徴に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．額面金額１００万円につき１年間に税引前で２万円（半年ごとに１万円ずつ）の利子が支払われる

固定利付債の表面利率（クーポンレート）は、０. ２％である。

２．アンダーパー発行の債券を発行時に購入し、額面金額で償還された場合、償還差損が発生する。

３．市場金利が上昇すると債券価格は下落し、市場金利が低下すると債券価格は上昇する。

４．格付機関が行う債券の信用格付けで、ＢＢ（ダブルＢ）格相当以上の債券は、一般に投資適格債と

される。
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問題   ２４
   年１回複利の割引率を年率１. ０％とした場合、４年後の１, ０００万円の現在価値として、最も適切
なものはどれか。なお、計算過程では端数処理を行わず、計算結果は円未満を切り捨てること。

１．９, ６０９, ８０３円

２．９, ６１５, ３８４円

３．９, ９６０, ０９９円

４．９, ９６０, １５９円

問題   ２５
   下記＜Ａ社のデータ＞に基づき算出されるＡ社の株式指標に関する次の記述のうち、最も不適切なも
のはどれか。

１．ＰＢＲ（株価純資産倍率）は、２. ０倍である。

２．ＰＥＲ（株価収益率）は、２０. ０倍である。

３．ＲＯＥ（自己資本当期純利益率）は、１０. ０％である。

４．配当利回りは、２. ５％である。

問題   ２６
   個人（居住者）が国内の金融機関を通じて行う外貨建て金融商品等の取引に関する次の記述のうち、
最も適切なものはどれか。

１．国外の証券取引所に上場している外国株式を国内店頭取引により売買するためには、あらかじめ外

国証券取引口座を開設する必要がある。

２．外貨建て金融商品の取引にかかる為替手数料は、取扱金融機関により異なることはない。

３．外貨預金の預入時に円貨を外貨に換える際の為替レートは、一般に、ＴＴＢが適用される。

４．米ドル建て債券を保有している場合、米ドルと円の為替レートが円高に変動することは、当該債券

に係る円換算の投資利回りの上昇要因となる。

－9－〈ファイナンシャル・プランニング技能検定〉



問題   ２７
   オプション取引に関する一般的な仕組みや特徴等に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれ
か。

１．オプション取引には、権利行使期間中であればいつでも権利行使が可能なアメリカンタイプや、特

定の権利行使日のみ権利行使が可能なヨーロピアンタイプなどがある。

２．オプションの買い手は、オプションを行使する権利を有するが、その権利を放棄することもできる

。

３．オプションの売り手の損失は、プレミアム（オプション料）に相当する金額に限定される。

４．コール・オプション、プット・オプションのいずれも、他の条件が同じであれば、満期までの期間

が長いほど、プレミアム（オプション料）は高くなる。

問題   ２８
   分散投資の一般的な手法や考え方に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．債券投資において、残存期間の長い固定利付債だけを保有している場合、その一部を残存期間の短

い固定利付債に組み替えることで、金利変動によるリスクを軽減する効果が期待できる。

２．株式投資において、輸出型企業の株式を保有している場合、輸入型企業の株式にも投資することで

、為替相場の変動によるリスクを軽減する効果が期待できる。

３．財産を３種類の異なる資産で所有する、いわゆる「財産３分法」は、分散投資の一手法といえる。

４．ドルコスト平均法は、異なる通貨を組み合わせた分散投資の一手法といえる。

問題   ２９
   ポートフォリオ運用に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．ポートフォリオの期待収益率は、ポートフォリオに組み入れた各資産の期待収益率を組入比率で加

重平均した値となる。

２．異なる２資産からなるポートフォリオにおいて、２資産間の相関係数が－１の場合、ポートフォリ

オを組成することによる分散投資の効果（リスクの軽減）は得られない。

３．同一期間の収益率がプラスで、かつその数値が同じである２つのファンドをシャープレシオで比較

した場合、収益率の標準偏差の値が小さいファンドの方が効率よく運用されていたと評価すること

ができる。

４．国内株式のポートフォリオにおいて、システマティック・リスクは、ポートフォリオの組入れ銘柄

数を増やしても低減しない。
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問題   ３０
   わが国の預金保険制度に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．国内に本店のある銀行に預け入れられている外貨預金は、預金保険制度による保護の対象となる。

２．全額が預金保険制度により保護の対象となる決済用預金には、「決済サービスを提供できること」

「預金者が払戻しをいつでも請求できること」「利息が付くこと」という３つの要件がある。

３．預金者データの名寄せでは、個人が財形貯蓄制度で積み立てている円預金は、同一金融機関におい

てその個人が有する他の一般預金等と合算される。

４．国内に本店のある銀行で購入した投資信託は、日本投資者保護基金による補償の対象とならず、預

金保険制度による保護の対象となる。

問題   ３１
   わが国の税制に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．所得税の納税義務者は、日本国内に住所を有する個人である居住者に限定されている。

２．相続税では、納税者が申告し、申告した税額を納付する申告納税方式が採用されている。

３．税金を負担する者と税金を納める者が異なる税金を間接税といい、贈与税は間接税に該当する。

４．税金には国税と地方税があるが、固定資産税は国税に該当し、不動産取得税は地方税に該当する。

問題   ３２
   所得税の原則的な仕組みに関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．所得税は、個人が１月１日から１２月３１日までの暦年単位で得た所得に対して課される。

２．所得税では、社会政策上の配慮や二重課税の排除などの趣旨から、特定の所得については非課税所

得とされている。

３．所得税の課税総所得金額に対する税率は、課税総所得金額が大きくなるにつれて税率が高くなる超

過累進税率が採用されている。

４．所得税では、賦課課税方式が採用され、税務署長が所得や納付すべき税額を決定する。

問題   ３３
   所得税における各種所得に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．一時所得の金額は、「一時所得に係る総収入金額－その収入を得るために支出した金額の合計額」

の算式により計算される。

２．発行済株式総数の５％未満の株式を所有する株主が受ける上場株式等に係る配当等は、その金額の

多寡にかかわらず、申告不要制度を選択することができる。

３．給与所得の金額は、原則として、給与等の収入金額から給与所得控除額を控除して計算される。

４．退職一時金を受け取った退職者が、「退職所得の受給に関する申告書」を提出している場合、退職

一時金の支給額の２０. ４２％が源泉徴収される。
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問題   ３４
   所得税における損益通算に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．ゴルフ会員権を譲渡したことによる譲渡所得の金額の計算上生じた損失の金額は、他の各種所得の

金額と損益通算することができない。

２．上場株式を譲渡したことによる譲渡所得の金額の計算上生じた損失の金額は、申告分離課税を選択

した上場株式に係る配当所得の金額と損益通算することができない。

３．譲渡所得について非課税とされる生活用動産を譲渡したことにより生じた損失の金額は、他の各種

所得の金額と損益通算することができない。

４．賃貸アパートの土地と建物を譲渡したことによる譲渡所得の金額の計算上生じた損失の金額は、他

の各種所得の金額と損益通算することができない。

問題   ３５
   所得税における所得控除に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．納税者が保有する生活に通常必要な資産について、災害、盗難または横領によって一定の損失が生

じた場合、雑損控除の適用を受けることができる。

２．扶養控除の対象となる控除対象扶養親族のうち、その年の１２月３１日現在の年齢が２２歳の者は

、特定扶養親族に該当する。

３．納税者の合計所得金額が１, ０００万円を超える場合、配偶者の合計所得金額の多寡にかかわらず、

配偶者控除の適用を受けることはできない。

４．医療費控除（「特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の医療費控除の特例」を除く）の控除額

は、その年中に支払った医療費の金額（保険金等により補てんされる部分の金額を除く）の合計額

から、その年分の総所得金額等の合計額の１０％相当額を控除して計算される。

問題   ３６
   所得税における住宅借入金等特別控除（以下「住宅ローン控除」という）に関する次の記述のうち、
最も適切なものはどれか。

１．住宅を新築した者が住宅ローン控除の適用を受けるためには、その家屋を新築した日から３ヵ月以

内に自己の居住の用に供さなければならない。

２．住宅を新築した者が住宅ローン控除の適用を受けるためには、住宅借入金が、償還期間５年以上の

割賦償還の方法により返済されるものでなければならない。

３．中古住宅を取得した者が住宅ローン控除の適用を受けるためには、取得した中古住宅が、１９８２

年１月１日以降に建築されたもの、一定の耐震基準に適合するもの、または一定の耐震改修工事を

居住開始までに行うものでなければならない。

４．店舗併用住宅を取得した者が住宅ローン控除の適用を受けるためには、その家屋の床面積の３分の

１以上に相当する部分がもっぱら自己の居住の用に供されるものでなければならない。

－12－ 〈２級・学科　2021.3〉



問題   ３７
   法人税の仕組みに関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．新設法人が、設立事業年度から青色申告の適用を受けようとする場合、設立の日以後２ヵ月以内に

「青色申告承認申請書」を納税地の所轄税務署長に提出し、その承認を受けなければならない。

２．法人税の確定申告書は、原則として、各事業年度終了の日の翌日から２ヵ月以内に、納税地の所轄

税務署長に提出しなければならない。

３．法人税の各事業年度の所得の金額は、企業会計上の利益の額に、法人税法による加算・減算などの

所定の申告調整を行って算出する。

４．法人税における事業年度は、法令または定款等により定められた１年以内の会計期間がある場合は

その期間をいう。

問題   ３８
   法人税における交際費等に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．得意先への接待のために支出した、参加者１人当たり５, ０００円以下の飲食費は、交際費等から除

かれる。

２．カレンダーやタオルを得意先に配るために通常要する費用は、交際費等に該当する。

３．期末資本金の額等が１億円以下の一定の中小法人が支出した交際費等の額のうち、接待飲食費の額

の６０％相当額を損金の額に算入することができる。

４．期末資本金の額等が１億円以下の一定の中小法人が支出した交際費等の額のうち、定額控除限度額

である年１, ０００万円までの金額を損金の額に算入することができる。

問題   ３９
   消費税に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．特定期間（原則として前事業年度の前半６ヵ月間）の給与等支払額の合計額および課税売上高がい

ずれも１, ０００万円を超える法人は、消費税の免税事業者となることができない。

２．簡易課税制度の適用を受けた事業者は、課税売上高に従業員数に応じて定められたみなし仕入率を

乗じて仕入に係る消費税額を計算する。

３．「消費税課税事業者選択届出書」を提出して消費税の課税事業者となった法人は、事業を廃止した

場合を除き、原則として２年間は消費税の免税事業者となることができない。

４．消費税の課税事業者である個人は、原則として、消費税の確定申告書をその年の翌年３月３１日ま

でに納税地の所轄税務署長に提出しなければならない。
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問題   ４０
   会社と役員間の取引に係る所得税・法人税に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．会社が所有する建物を適正な時価よりも低い価額で役員に譲渡した場合、その適正な時価と譲渡価

額との差額が役員給与とされる。

２．役員が会社の所有する社宅に無償で居住している場合の賃貸料に相当する金額については、原則と

して、役員に対して所得税は課されない。

３．一時金で支払われる役員退職金の損金算入の時期は、原則として、株主総会の決議等によりその額

が具体的に確定した日の属する事業年度となる。

４．役員が所有する建物を適正な時価の２分の１以上かつ時価未満の価額で会社に譲渡した場合、役員

は、原則として、実際の譲渡価額を収入金額として譲渡所得の金額の計算を行う。

問題   ４１
   不動産の登記に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．不動産の登記事項証明書の交付を受けることができるのは、その不動産の所有者に限られる。

２．建物の登記記録に記録されている家屋番号は、市町村が定める住居表示の住居番号と同一とされて

いる。

３．仮登記に基づいて本登記をした場合、その本登記の順位はその仮登記の順位による。

４．不動産登記には公信力があるため、登記記録の権利関係が真実であると信じて取引した場合、その

登記記録の権利関係が真実と異なっていても法的な保護を受けることができる。

問題   ４２
   不動産の鑑定評価に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．不動産の鑑定評価に関する法律において、不動産鑑定士および測量士は、不動産鑑定業者の業務に

関し、不動産の鑑定評価を行うことができるとされている。

２．不動産鑑定評価基準において、最有効使用の原則とは、不動産の価格は、その不動産の効用が最高

度に発揮される可能性に最も富む使用を前提として把握される価格を標準として形成されるとする

原則をいう。

３．不動産鑑定評価基準において、不動産の価格を求める鑑定評価の基本的な手法は、原価法、取引事

例比較法および収益還元法に大別される。

４．不動産鑑定評価基準において、収益還元法は、対象不動産が賃貸用不動産である場合だけでなく、

自用の不動産であっても、賃貸を想定することにより適用されるものであるとされている。
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問題   ４３
   不動産の売買契約における民法上の留意点に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。な
お、記載のない特約については考慮しないものとする。

１．未成年者が法定代理人の同意を得ずに不動産の売買契約を締結した場合であっても、その法定代理

人は当該売買契約を取り消すことはできない。

２．買主が売主に解約手付を交付した場合、相手方が売買契約の履行に着手するまでは、買主はその解

約手付を放棄し、売主はその解約手付の倍額を現実に提供して、当該売買契約を解除することがで

きる。

３．売買契約締結後、当該売買契約に定められている売主が負う債務の全部の履行が不能となった場合

、その履行不能が買主の責めに帰すべき事由によらないときは、買主は、履行の催告をすることな

く当該売買契約を解除することができる。

４．土地の売買契約において、その土地の登記記録の面積と実測面積とが相違していても、その面積の

差に基づく売買代金の増減精算は行わないという旨の特約は有効である。

問題   ４４
   借地借家法に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。なお、本問においては、借地借家
法における定期建物賃貸借契約以外の建物賃貸借契約を普通借家契約という。

１．賃貸借の目的である建物の用途が店舗や倉庫等の事業用である場合、その建物の賃貸借については

借地借家法が適用されない。

２．建物の賃貸人と賃借人の合意に基づき、賃貸借期間を１年未満として普通借家契約を締結した場合

、当該契約は期間の定めのない建物賃貸借契約とみなされる。

３．建物の賃借人が賃貸人の同意を得て建物に設置した空調設備などの造作について、建物賃貸借契約

終了時に賃借人が賃貸人にその買取りを請求しない旨の特約は有効である。

４．賃借人は、原則として、建物の賃借権の登記がなくても、建物の引渡しがあったときは、その後そ

の建物の物権を取得した者に対し、建物の賃借権を対抗することができる。

問題   ４５
   都市計画法における開発行為の規制に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．開発行為とは、主として建築物の建築または特定工作物の建設の用に供する目的で行う土地の区画

形質の変更をいう。

２．開発許可を受けた開発区域内の土地について、開発行為に関する工事完了の公告があるまでの間は

、当該土地を譲渡することができない。

３．土地区画整理事業の施行として行う開発行為は、都道府県知事等の許可を必要としない。

４．市街地再開発事業の施行として行う開発行為は、都道府県知事等の許可を必要としない。
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問題   ４６
   建築基準法に基づいて下記の土地に住宅を建築する場合、建物の延べ面積の限度として、最も適切な
ものはどれか。なお、前面道路は、同法第４２条第２項により特定行政庁の指定を受けた道路であるも
のとし、記載のない条件については考慮しないものとする。

１．９０㎡

２．１６２㎡

３．１７１㎡

４．１８０㎡

問題   ４７
   不動産に係る固定資産税に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．固定資産税の納税義務者は、原則として、毎年４月１日現在において登記簿または固定資産課税台

帳に土地または家屋の所有者として登記または登録されている者である。

２．固定資産税の納税義務者は、年の中途にその対象となる土地または家屋を売却した場合であっても

、その年度分の固定資産税の全額を納付する義務がある。

３．土地または家屋に係る固定資産税評価額は、原則として、４年ごとの基準年度において評価替えが

行われる。

４．固定資産税における小規模住宅用地（住宅用地で住宅１戸当たり２００㎡以下の部分）の課税標準

については、課税標準となるべき価格の４分の１の額とする特例が定められている。
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問題   ４８
   居住用財産を譲渡した場合の３, ０００万円の特別控除（以下「３, ０００万円特別控除」という）お
よび居住用財産を譲渡した場合の長期譲渡所得の課税の特例（以下「軽減税率の特例」という）に関す
る次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。なお、記載されたもの以外の要件はすべて満たしてい
るものとする。

１．３, ０００万円特別控除は、居住用財産を配偶者に対して譲渡した場合には適用を受けることができ

ない。

２．３, ０００万円特別控除は、居住用財産で居住の用に供さなくなったものを譲渡する場合、居住の用

に供さなくなった日から３年を経過する年の１２月３１日までに譲渡しなければ適用を受けること

ができない。

３．軽減税率の特例の適用を受けた場合、課税長期譲渡所得金額のうち、６, ０００万円以下の部分につ

いては、６, ０００万円を超える部分よりも低い税率が適用される。

４．３, ０００万円特別控除と軽減税率の特例は、それぞれの適用要件を満たしている場合であっても、

重ねて適用を受けることはできない。

問題   ４９
   Ａさんは、所有する土地の有効活用を検討している。貸しビルを建設する際の土地の有効活用の手法
の一般的な特徴についてまとめた下表の空欄（ア）～（ウ）にあてはまる語句の組み合わせとして、最
も適切なものはどれか。

１．（ア）Ａさん      （イ）デベロッパー      （ウ）必要

２．（ア）デベロッパー      （イ）Ａさん      （ウ）必要

３．（ア）Ａさん      （イ）Ａさん      （ウ）不要

４．（ア）デベロッパー      （イ）デベロッパー      （ウ）不要
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問題   ５０
   不動産の投資判断手法等に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．不動産投資の際に行うデュー・デリジェンスとは、一般に、投資対象の経済的・法律的・物理的側

面等に関する詳細かつ多面的な調査をいう。

２．借入金併用型投資では、対象不動産の収益率が借入金の金利を上回っている場合、レバレッジ効果

が働き、投下した自己資金に対する収益率の向上が期待できる。

３．ＩＲＲ法（内部収益率法）による投資判断においては、内部収益率が対象不動産に対する投資家の

期待収益率を上回っている場合、その投資は投資適格であると判定することができる。

４．ＮＰＶ法（正味現在価値法）による投資判断においては、投資額の現在価値の合計額が投資不動産

から得られる収益の現在価値の合計額を上回っている場合、その投資は投資適格であると判定する

ことができる。

問題   ５１
   親族等に係る民法の規定に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．親族とは、６親等内の血族、配偶者および３親等内の姻族をいう。

２．夫婦の一方が死亡した場合、生存配偶者と死亡した者の血族との姻族関係は、生存配偶者が所定の

届出を行うことにより終了する。

３．協議上の離婚をした者の一方は、相手方に対して財産の分与を請求することができる。

４．養子縁組（特別養子縁組ではない）が成立した場合、養子と実方の父母との親族関係は終了する。

問題   ５２
   贈与税の課税財産に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．子が父から著しく低い価額の対価で財産の譲渡を受けた場合、原則として、その財産の譲渡時の時

価と対価との差額は、子が父から贈与により取得したものとして贈与税の課税対象となる。

２．子が父の所有する土地を無償で借り、その土地の上に建物を建築した場合、父から子へ借地権の贈

与があったものとして贈与税の課税対象となる。

３．贈与税の課税を免れるために、離婚を手段として財産分与により財産を取得したと認められる場合

、その取得した財産は贈与税の課税対象となる。

４．父の名義である土地を対価の授受を行わずに子の名義に変更した場合、原則として、父から子へ土

地の贈与があったものとして贈与税の課税対象となる。
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問題   ５３
   贈与税の申告と納付に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．贈与税の申告書の提出先は、受贈者の納税地の所轄税務署長である。

２．贈与税の申告書の提出は、原則として、贈与を受けた年の翌年の２月１日から３月１５日までの間

に行わなければならない。

３．贈与税の納付について認められる延納期間は、最長で５年である。

４．贈与税の納付について、延納によっても金銭で納付することを困難とする事由がある場合には、そ

の納付を困難とする金額を限度として物納が認められる。

問題   ５４
   成年後見制度に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．精神上の障害により事理を弁識する能力を欠く常況にある者について、家庭裁判所に後見開始の審

判を請求することができる者は、本人またはその配偶者のほか、本人の４親等内の親族に限られる

。

２．成年被後見人が単独で土地の贈与を受ける契約を第三者と締結した場合、成年後見人は、その契約

を取り消すことができる。

３．成年後見人が家庭裁判所の許可を得ないで成年被後見人の居住用不動産を賃貸した場合、その行為

は無効となる。

４．被保佐人が保佐人の事前の同意を得て土地を売却する契約を締結した場合、保佐人は、その契約を

取り消すことはできない。

問題   ５５
   遺産分割に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．被相続人は、遺言により、相続開始の時から５年を超えない期間を定めて、遺産の分割を禁ずるこ

とができる。

２．協議分割の分割割合については、必ずしも法定相続分に従う必要はない。

３．遺産分割協議書は、あらかじめ１人の相続人が遺産分割協議書案を用意し、他の共同相続人全員が

順次これに署名・捺印する持回り方式により作成することも認められる。

４．遺産分割協議が適法に成立した場合には、共同相続人全員の合意があったとしても、遺産の再分割

協議をすることは認められない。
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問題   ５６
   次の費用等のうち、相続税の課税価格の計算上、相続財産の価額から債務控除することができるもの
はどれか。なお、当該費用等は、相続または遺贈により財産を取得した相続人が負担したものとし、被
相続人および相続人は日本国内に住所があるものとする。

１．準確定申告により納付した被相続人に係る所得税額

２．遺言執行者である弁護士に支払った被相続人の相続に係る遺言執行費用

３．被相続人が生前に購入した墓碑の買入代金で、相続開始時点で未払いのもの

４．香典返しの費用で、社会通念上相当と認められるもの

問題   ５７
   下記＜親族関係図＞において、２０２４年中にＡさんに相続が開始した場合の相続税の計算における
遺産に係る基礎控除額として、最も適切なものはどれか。なお、Ｄさんは相続の放棄をしている。

１．４, ２００万円

２．４, ８００万円

３．５, ４００万円

４．７, ０００万円

問題   ５８
   相続税における宅地の評価に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．路線価方式は、宅地が面している路線ごとに定められた路線価を基礎として宅地の価額を評価する

方式であり、その路線価は、国税局長が毎年４月１日を評価時点として定めている。

２．倍率方式は、宅地の固定資産税評価額に国税局長が一定の地域ごとに定めた倍率を乗じて計算した

金額によって宅地の価額を評価する方式である。

３．宅地の評価方法として、路線価方式と倍率方式のうち、どちらの方式を採用するかについては、納

税者が任意に選択することができる。

４．宅地の評価にあたっては、評価方法が路線価方式か倍率方式かにかかわらず、宅地の形状等による

補正を行って評価する必要がある。
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問題   ５９
   宅地の相続税評価に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．土地所有者が、所有する宅地の上に賃貸アパートを建築して賃貸の用に供している場合、その宅地

は貸家建付地として評価する。

２．土地所有者が、所有する宅地を車庫などの施設がない青空駐車場として賃貸の用に供している場合

、その宅地は貸宅地として評価する。

３．使用貸借契約に基づき、土地所有者が所有する宅地の上にその者の子が賃貸アパートを建築して賃

貸の用に供している場合、その宅地は自用地価額の８０％相当額で評価する。

４．貸家建付地は、「自用地価額×借地権割合×（１－借家権割合×賃貸割合）」の算式により計算した

金額で評価する。

問題   ６０
   相続税の納付に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．相続税の納期限までに、または納付すべき日に金銭で納付することを困難とする事由があり、納付

すべき相続税額が１０万円を超える場合、原則として担保を提供するなど所定の手続きにより、相

続税の延納を申請することができる。

２．相続税の延納を申請するに当たって、担保として提供することができる財産は、相続または遺贈に

より取得した財産に限られる。

３．相続により抵当権の目的となっている不動産を取得した場合、その不動産を相続税の物納に充てる

ことはできない。

４．相続税を物納する場合における物納財産の収納価額は、原則として、相続税の課税価格計算の基礎

となった当該財産の価額となる。
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《模範解答》

番号 正解 難易度 出典

(1) ２ －  2021年3月学科  問1

(2) １ －  2021年3月学科  問2

(3) １ －  2021年3月学科  問3

(4) ４ －  2021年3月学科  問4

(5) ４ －  2021年3月学科  問5

(6) １ －  2021年3月学科  問6

(7) ３ －  2021年3月学科  問7

(8) ３ －  2021年3月学科  問8

(9) ２ －  2021年3月学科  問9

(10) ３ －  2021年3月学科  問10

(11) １ －  2021年3月学科  問11

(12) ３ －  2021年3月学科  問12

(13) ３ －  2021年3月学科  問13

(14) ２ －  2021年3月学科  問14

(15) ２ －  2021年3月学科  問15

(16) １ －  2021年3月学科  問16

(17) ３ －  2021年3月学科  問17

(18) ３ －  2021年3月学科  問18

(19) ４ －  2021年3月学科  問19

(20) ３ －  2021年3月学科  問20

(21) ３ －  2021年3月学科  問21

(22) ２ －  2021年3月学科  問22

(23) ３ －  2021年3月学科  問23

(24) １ －  2021年3月学科  問24

(25) ４ －  2021年3月学科  問25

(26) １ －  2021年3月学科  問26

(27) ３ －  2021年3月学科  問27

(28) ４ －  2021年3月学科  問28

(29) ２ －  2021年3月学科  問29

(30) ３ －  2021年3月学科  問30

番号 正解 難易度 出典

(31) ２ －  2021年3月学科  問31

(32) ４ －  2021年3月学科  問32

(33) ３ －  2021年3月学科  問33

(34) ２ －  2021年3月学科  問34

(35) ４ －  2021年3月学科  問35

(36) ３ －  2021年3月学科  問36(改)

(37) １ －  2021年3月学科  問37

(38) １ －  2021年3月学科  問38

(39) ２ －  2021年3月学科  問39

(40) ２ －  2021年3月学科  問40

(41) ３ －  2021年3月学科  問41

(42) １ －  2021年3月学科  問42

(43) １ －  2021年3月学科  問43(改)

(44) １ －  2021年3月学科  問44

(45) ２ －  2021年3月学科  問45

(46) ２ －  2021年3月学科  問46

(47) ２ －  2021年3月学科  問47

(48) ４ －  2021年3月学科  問48

(49) ３ －  2021年3月学科  問49

(50) ４ －  2021年3月学科  問50

(51) ４ －  2021年3月学科  問51

(52) ２ －  2021年3月学科  問52

(53) ４ －  2021年3月学科  問53

(54) １ －  2021年3月学科  問54

(55) ４ －  2021年3月学科  問55

(56) １ －  2021年3月学科  問56

(57) ３ －  2021年3月学科  問57

(58) ２ －  2021年3月学科  問58

(59) １ －  2021年3月学科  問59

(60) ２ －  2021年3月学科  問60

※難易度表示   A：簡単、B：やや簡単、C：普通、D：やや難、E：難しい
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